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　ホームヘルパーが居宅を訪問し、
食事や掃除、洗濯、買い物などの
身体介護や生活援助をします。

訪問介護（ホームヘルプ） ●利用者負担のめやす
身体介護中心（20分以上30分未満の場合） 245円

生活援助中心（20分以上45分未満の場合） 183円

自宅での日常生活の手助け

※早朝・夜間は25％加算、深夜は50％が加算されます。

　通所介護施設で、食事、入浴などの日常
生活上の支援や、生活行為向上のための支
援を日帰りでします。

　介護老人保健施設や医療機関などで、入浴
などの日常生活上の支援や、生活行為向上の
ためのリハビリテーションを日帰りでします。

要介護 1

～

要介護 5

656円

～

1,144円

要介護 1

～

要介護 5

726円

～

1,321円

●利用者負担のめやす

施設に通って利用するサービス

※送迎を含みます。また、食費・日常生活費は別途必要です。※送迎を含みます。また、食費・日常生活費は別途必要です。

通所介護（デイサービス）  通所リハビリテーション（デイケア）

〈通常規模の事業所の場合〉（7時間以上9時間未満の場合）
●利用者負担のめやす
〈通常規模の事業所の場合〉（6時間以上8時間未満の場合）

269,310円
308,060円
360,650円

196,160円
要介護 3
要介護 4
要介護 5

要介護 2
要介護 1
要支援 2
要支援 1

166,920円
104,730円
50,030円

　介護保険と医療保険の両方の負担額（介護保険、医療保険それぞれの限度額を適用後
の負担額）を年間（8月～翌年7月）で合算し高額になったときは、限度額を超えた分が
支給される「高額医療・高額介護合算制度」があります。支給対象となる方は加入して
いる医療保険の窓口に申請してください（本文P19でくわしく説明しています）。

●利用者負担が高額になったとき

１か月の支給限度額
要介護状態区分 支給限度額

介護保険と医療保険の両方が高額になったとき

居宅療養管理指導 訪問看護

●利用者負担のめやす

医師・歯科医師が行う場合
（月2回まで） 503円

　医師、歯科医師、薬剤師、
管理栄養士などが居宅を訪
問し、療養上の管理や指導
をします。

　疾患などを抱えている方について、看護
師などが居宅を訪問して、療養上の世話や
診療の補助をします。

医師の指導のもとでの助言、管理サービス

●利用者負担のめやす

463円

392円

※早朝・夜間は25％加算、深夜は50％加算。緊急時訪問
看護加算、特別な管理を必要とする場合などの加算あり。

訪問看護ステーションから（30分未満の場合）

病院または診療所から（30分未満の場合）

費用の支払い

★「利用者負担のめやす」は、サービスにかかる基本的な費用の1割を掲載しています。基本的な費用のほかに、
サービスの利用内容による加算や地域による加算などさまざまな加算があります。

訪問入浴介護 訪問リハビリテーション

●利用者負担のめやす
1回 1,234円

●利用者負担のめやす

1回※ 302円

　介護職員と看護職員が居宅を訪問し、移
動入浴車などで入浴介護をします。

　理学療法士や作業療法士、言語聴覚士が
居宅を訪問し、リハビリテーションをします。

訪問してもらい利用するサービス

※20分間リハビリテー
ションを行った場合です。

　同じ月に利用した介護保険サービスの利
用者負担を合算（同じ世帯内に複数の利用
者がいる場合には世帯合算）して、上限額
を超えたときは、申請により超えた分が「高
額介護（予防）サービス費」として後から支
給されます。

介護保険のみ高額になったとき

平成27年8月か
ら70歳未満の方
の限度額が変わ
りました。

利用者負担段階区分 上限額（月額）

世帯 37,200円

世帯 44,400円

世帯 24,600円

個人 15,000円

世帯 15,000円

個人 15,000円

●一般世帯

●現役並み所得者※

●住民税世帯非課税

●合計所得金額および課税年金収入額の
合計が80万円以下の方
●老齢福祉年金の受給者

※現役並み所得者
　同一世帯に住民税課税所得145万円以上の第1
号被保険者がいて、収入が単身383万円以上、
2人以上520万円以上の方

　介護サービスは実際にかかる費用の１割（平成27年8月から一定以上所得者※は2割）の利用者負担で
サービスを利用でき、残りは介護保険が負担します。ただし、介護保険の負担には上限額（支給限度額）
が決められていて、それを超えるサービスを利用した場合は、超えた分は全額が利用者負担になります。

介護サービスは、
実際にかかる費用の
一部の負担で利用できます

限度額を超えた分支給限度額の範囲内

介護サービスにかかった費用

介護保険が負担
（9割）

利用者負担
（1割）

利用者負担
（全額）

※一定以上所得者
　本人の合計所得金額が160万円以上で、同一世帯の第1号被保険者の「年金収入＋その他の合計所得金額」が単身280
万円以上、2人以上世帯346万円以上の方。

利用者負担は1割です 限度額を超えた分は、費用の
全額を利用者が負担します

【平成27年8月新設】

利用者負担段階区分
平成27年7月まで 平成27年8月から

上限額（月額）

世帯 37,200円 世帯 37,200円

世帯 44,400円

世帯 24,600円 世帯 24,600円

個人 15,000円

世帯 15,000円

個人 15,000円

世帯 15,000円

個人 15,000円 個人 15,000円

●生活保護の受給者
●利用者負担を15,000円に減額すること
で、生活保護の受給者とならない場合

●一般世帯

●現役並み所得者※

●住民税世帯非課税

●合計所得金額および課税年金収
入額の合計が80万円以下の方
●老齢福祉年金の受給者

【平成27年8月新設】

利用者負担のめやすが
変わりました。

（1割負担の場合）

在宅サービス
　居宅介護支援事業者などに依頼し、ケアマネジャーに相談しながら「ケア
プラン」を作成します。ケアプランは利用者の現状に合わせて、適切な介護
サービスを利用するためのプランです。

ケアプランを作成します

介護サービス〈要介護1～5の方〉

ケアプランの相談・作成は全額を介護保険が負担しますので、利用者負担はありません。

限度額を超えた分支給限度額の範囲内

介護サービスにかかった費用

介護保険が負担
（9割）

利用者負担
（1割）

利用者負担
（全額）

利用者負担は1割です 限度額を超えた分は、費用の
全額を利用者が負担します

●生活保護の受給者
●利用者負担を15,000円に減額することで、
生活保護の受給者とならない場合

平成27年8月から「現役並み所得者」の区分が新たに設けられました。


